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（様式１） 

目的積立金 

 

①当期総利益の計上 有   ・   ○無  

②目的積立金の申請 有   ・   ○無  

【当期総利益の計上が「有」、目的積立金の申請「無」の場合は、以下を記入】 

③利益の発生要因 

 

④目的積立金を申請 

していない理由 

 

 

委員記載（評価）欄 
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（様式２） 

保有資産 

 

①見直しの検討の有無 ○有     ・   無 

 

②見直しの状況  

・保有資産について点検を行い、保有する合理的理由が認められない土地・建

物はないことを確認した。 

・建物等の効率的な活用及び自己収入の増加を図る観点から、施設使用料の見

直しを行い、食堂、売店施設及び自動販売機設置の賃料については、平成 20

年度から有償化することとした。 

 

 

③資産の活用について 

 

 

委員記載（評価）欄 

・適切である。 

・職員の福利厚生にも配慮しつつ、適正なコスト負担の体制は必要であり、評

価される。 

・自販機設置等の賃料有償化は妥当である。 

・適切である。 

・見直しの対象を承認する。 

・講義室の民間への貸出しは、できないのですか。 

・見直しは定期的であることが必要と思います。レギュラーにしっかりした見

直しをお願いします。 

・了承する。 

・妥当である。 

・承認いたします。 
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（様式３） 

官民競争入札等の活用状況 

 

① 官民競争入札等の活用 

（官民競争入札等の検討） 

有   ・   無 

（ ○有   ・   無 ） 

【官民競争入札の活用（検討）が「有」の場合は、以下を記入】 

②該当業務の名称  

労働大学校施設の管理・運営業務 

 

③活用（検討）状況  

民間競争入札実施要項の素案を作成の上、７月１日に内閣府公共サービス改

革推進室へ提出。９月下旬からの官民競争入札等監理委員会での審議を経て、

平成２１年３月までに委託業者を決定する。 

 

委員記載（評価）欄 

・適切である。 

・委託にあたり、業務内容の基準を十分確認されたい。 

・妥当である。 

・適切である。 

・入札の方式を承認する。 

・着実な実施が望まれます。 

・競争入札の取組強化をお願いします。 

・了解。 

・委託先の決定後に、実態はどうなのかを検討することとしたい。 

・妥当である。 

・承認いたします。 
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（様式４） 

コンプライアンス体制の整備状況等 

 

①取組状況  

・当機構は、平成１８年度に「コンプライアンス委員会設置要綱」を策定した

が、１９年度は、同要綱を見直すとともに、新たに「内部通報調査委員会要

綱」を策定した。 

・これらの取組に加え、「独立行政法人整理合理化計画」及び政策評価・独立行

政法人評価委員会の指摘等に基づき、 

・毎年度計画的に研修を行うようコンプライアンス研修（新規）の拡大強化

に努め、１９年度は「個人情報保護」、「セクハラ・パワハラ」、「知的財産

権（著作権）」、「服務規律」の計４テーマ（新規）の研修を実施した。 

・１９年度から、コンプライアンス委員会の機能強化の一環として、年１回

以上の評価・点検を行うこととし、１９年度は２回実施した。 

 

 

②取り組みについての自己評価  

平成１９年度は、「独立行政法人整理合理化計画」及び政策評価・独立行政法

人評価委員会の指摘等に基づき、当機構における問題の発見と適切な対処を行

うため新たに「内部通報調査委員会要綱」を策定した。また、新たにコンプラ

イアンス研修を実施するとともに、コンプライアンス委員会において、コンプ

ライアンスの推進状況について２回の評価・点検を実施し、コンプライアンス

委員会の機能強化を図り、コンプライアンス体制の大幅な整備を行った。その

結果、機構の全役職員に組織が健全に発展していくために必要なコンプライア

ンスについて、理解促進を図ることができた。 

 

委員記載（評価）欄 

・適切である。 

・体制作り、要綱作り等についての取組は十分評価されるものである。とりわ

け内部通報者保護の厳格化は機構のコンプライアンス体制への信頼の裏付けに

なるものであるので十分努力されたい。 

・適切に取り組まれている。 

・適切である。 

・コンプライアンスへの取組を承認する。 

・着実に実施していると判断しました。 

・継続した取組をお願いします。 

・妥当と判断する。 
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・コンプライアンス委員会の機能強化を望む。 

・妥当である。 

・承認いたします。 
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（様式５） 

役職員の報酬・給与等の状況 

 

①給与水準の適切性についての自己評価  

・当機構事務職員の対国指数が 100 を超えている理由は、①主たる勤務地が東

京都であること、②事務職員の約 93％が大卒以上（国家公務員行政職俸給表

(一)職員は約 48％（「平成 19 年度国家公務員給与等実態調査」））であること、

によるものであり、こうした地域差及び学歴差を調整した後の指数は 103.9

となり、国とほぼ均衡しているものと考える。 

 

・なお、当機構においては、労働行政職員を対象とした行政実務に関する研修

という業務の性格上の必要性により、研修教官等に国からの出向を受け入れ

ている。これら出向職員については、国家公務員に準じた給与の支給を行っ

ているところであるが、国家公務員行政職(一)のⅠ種試験相当採用者の在職

割合が約 6.38％（「平成 19 年度人事院年次報告書」）なのに対し、機構の出向

職員におけるⅠ種試験相当採用者の在職割合が 40％と高く、機構事務職員に

おけるⅠ種試験相当採用者が約 13.7％であることも、国に比べ給与水準が高

くなっている理由である。 

 

委員記載（評価）欄 

・適切である。 

・Ⅰ種職員の受入れについては、研修要員としてのみだけでなく、幅広く受入

れ、労働行政の深いバックグラウンドを身に付けさせることは「投資」であり、

そういった視点も重要と思われる。ただし、コストの回収が機構内でできるわ

けではないので評価には工夫が必要と思われる。 

・相当な説明であると評価する。 

・適切である。 

・地域差及び学歴差を調整した後の指数が国よりもまだ高いため、一層の努力

を必要とする。 

・着実に目標を達成していると判断しました。研究員の人事評価に基づいたメ

リハリのある給与体系が望まれます。 

・適切なベンチマークの推進に留意ください。 

・役員のうち理事、監事の一部に高い報酬を得ている人がいるが、役割上何か

理由があるのでしょうか？ 

・指数の理屈をあれこれ述べているが、実質間違いないのであれば、そういう
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理屈は述べない方が良いのでは。 

・妥当である。 

・承認いたします。一層の均衡化への取組を期待します。 
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（様式６） 

 

随意契約等の状況 

 

 

①平成１９年度の実績【全体】 

 件数 金額 

競争入札 
69 件

( 50.4%)

614,568,882 円

( 56.4%)

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

企画競争 
7 件

( 5.1%)

155,547,840 円

( 14.3%)

随意契約 
61 件

( 44.5%)

318,822,368 円

( 29.3%)

合 計 
137 件

( 100%)

1,088,939,090 円

( 100%)

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99 条第二号、第三号、第四号又は第七号の

金額を超えないもの）を除く。 

 

 

②平成１９年度の実績【同一所管法人等】

 件数 金額 

競争入札 
0 件

(    %)

0 円

(    %)

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

企画競争 
0 件

(    %)

0 円

(    %)

随意契約 
1 件

( 100%)

1,029,000 円

( 100%)

合 計 
1 件

( 100%)

1,029,000 円

( 100%)

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99 条第二号、第三号、第四号又は第七号の

金額を超えないもの）を除く。 
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③平成１９年度の実績【同一所管法人等以外の者】

 件数 金額 

競争入札 
69 件

( 50.7%)

614,568,882 円

( 56.5%)

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

企画競争 
7 件

( 5.1%)

155,547,840 円

( 14.3%)

随意契約 
60 件

( 44.1%)

317,793,368 円

( 29.2%)

合 計 
136 件

( 100%)

1,087,910,090 円

( 100%)

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99 条第二号、第三号、第四号又は第七号の

金額を超えないもの）を除く。 

 

 

④随意契約の見直し計画の実施状況

・随意契約によることができる基準額については、H18.6.16 より、すべて国の基準と同

額としているが、契約情報の公表基準については、一部国の基準に準じていないもの

があったため、H19.11.12 より予定価格等の公表を追加し、国の基準と同等とした公

表を行っている。 

・平成１８年度に締結した随意契約７３件について、２２年度までに２０件まで減少す

ることとしているが、１９年度においては、４件を取り止めるとともに、１７件を競

争的契約（一般競争入札、企画競争、公募等）に移行した。 

 

 

⑤随意契約見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み 

・システム機器等の賃貸借及び保守における新規契約（政府調達）においては、複数年

度契約を行った。 

・随意契約の適正化について、３月に内部監査を行った。 

・随意契約見直し計画の策定に当たって、随意契約の多くが競争的契約に移行すること

について、職員に周知したり、随意契約の見直し計画の実行により、企画競争案件が

拡大することに対応するため、Ｈ19.12.15 にその手続きに係る企画競争の調達要領等

を規定し、職員に周知した。 
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⑥平成１９年度の実績【関連法人】

 件数 金額 

競争入札 
件

(    %)

億円

(    %)

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

企画競争 
件

(    %)

億円

(    %)

随意契約 
件

(    %)

億円

(    %)

合 計 
0 件

(  %)

億円

(    %)

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99 条第二号、第三号、第四号又は第七号の

金額を超えないもの）を除く。 

 

 

⑦関連法人との契約の状況等 

 

 

 

⑧その他関連法人との随意契約の適正化等についての取り組み状況 
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⑨取り組み等についての自己評価 

随意契約の見直しへの取り組みについては、早期着手をするなど積極的に計画達成に

向け着実に前進している。 

・随意契約の公表の基準については、平成１９年１１月に規程を改正し、国の基準と合

わせ公表している。 

・１８年度に締結した随意契約７３件について、１９年度における見直し計画は、取り

止め４件及び競争的契約への移行１０件計１４件としていたが、見直しの早期着手に

心掛けた結果２１件の見直しを行うことができた。 

・１９年度の随意契約比率は４４．５％（１７年度：４６．０％、１８年度：４５．４％）

となり、前年を１．５％下回ることができた。今後も計画達成の前倒しに向け一層の

見直しを行っていくものとする。 

 

 

委員記載（評価）欄 

・計画の実行を期待する。 

・企画競争等の拡大による取引コストの増大（時間のコスト）には十分対処し業務に支

障のないようにされたい。 

・速やかな実施が望まれる。 

・随意契約の縮減のスピードを速める努力が必要。国民の信頼を確保するため、国の基

準を上回ることも考慮すべきである。 

・随意契約見直しの取組を承認するが、今後さらに努力を必要とする。 

・随意契約の比率をより一層、下げることが望まれます。随意契約監視委員会を設置し

ていることは、評価できます。 

・原則競争入札の意識付けが大事だと思います。よろしくお願いします。 

・人件費節減の取組の評価：今後さらに努力されたい（管理職手当の定額制への移管な

ど）、随意契約の見直しへの取組の評価：今後さらに強化してほしい。 

・随意契約があまりにも多すぎる。早期の改善をスピードを上げて達成すべし。改善意

識が薄い。 

・妥当である。 

・承認いたします。一層の競争入札化への取組を期待いたします。 
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